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は じめに

安全基準が強化 された時、既存建築物の安全性

能の向上をどう担保 してい くかについては、従来

か ら大きな課題 とされていた。

建築基準法では、これ らの建築物は 「既存不適

格建築物」 として整理 されてお り、建て替えや大

規模な修繕、模様替えなどの機会を通 じて、時間

の経過 とともに次第に新たな基準に適合す る建

築物に変わつていくはず、とい う考え方をとって

いる。

しか し、消防法では、「原則不遡及」 とい う基

本的な考え方は建築基準法 と同様 としつつも、過

去の様 々な火災に対す る対策の中で一部別の方

法論を採用 して来た経緯がある。

その一つは遡及適用条項の導入であ り、もう一

つは旅館 ・ホテルや病院 ・福祉施設等を対象 とし

た夜間の防火管理体制検証マニュアルである。

これ らの施策を導入 したことにより、既存建築

物の防火安全性能が格段に向上 したことは、火災

統計上歴然 としている。

一方で、火災統計を見ると、遡及 しなかった対

象物についても、安全基準を強化 してから一定期

間後には、着実にその効果が現れて来ることも明

らかである。

本稿では、消防法における遡及適用条項の導入

とその効果について検証するとともに、既存建築

物の防火安全対策 として建築的要素、人的要素及

び設備的要素を組み合 わせてその向上を図つた

建設省 (当時)と 消防庁の施策について、その考

え方 と効果等について述べることとする。

1.消 防法の遡及適用 とその効果

消防法 で規定 され る消防用設備 等 につ いては、

特定防火対象物注1)に
設置 され るものに遡及適用

条項 (消防法第 17条 の 2の 5第 2項 第 4号 )注
2)

が適用 され ることはよく知 られてい る。

注 1)特 定防火対象物…劇場、飲食店、物品販売

店舗、旅館 ・ホテル、病院、福祉施設等、

火災が発生 した場合に潜在的人命危険性が

高いと考えられる用途の建築物

注 2)消 防法の遡及適用条項…技術基準が改正強化

された際、既存又は建築工事中の防火対象物

の うち特定のもの (特定防火対象物)に つい

ては、一定期間後に当該基準が適用になると

する規定

消防法 も建築基準法 と同様 、原則 は不遡及 (同

条第 1項 )で あ り、大規模修繕や模様替 え、法令

違反 な ど、遡及 す る場合 の条件 もほ とん ど同様

(同条第 2項 第 1号 ～第 3号 )で あつたが、昭和

48年 (1973年 )11月 に発生 した大洋デパー ト火

災 (死者 100人 )を 直接のきっかけ として、昭和

49年 (1974年)6月 にこの条項が追加 された。

この条項が適用 された際の最終遡及期限は、昭

和 54年 (1979年)3月 である。

一方、この条項の導入以前に、自動火災報知設

備 (自火報)に ついて三度にわた り遡及適用が行

われたことはあま り知 られていない。

最初は、昭和 40年 代の前半に多数の死者を伴

う旅館 ・ホテルや病院の火災が相次いだことから

昭和 44年 (1969年)3月 に消防法施行令が改正

され、旅館 ・ホテル等 と病院等に限つて自火報に

ついてだけ遡及適用が行われた。その遡及期限は

昭和 46年 (1971年)3月 である。

それにもかかわらず昭和 47年 (1972年)5月

に千 日デパー トビル火災 (死者 118人)が 発生 し

たため、同年 12月 に、遡及対象を特定防火対象

物に拡大 して 自火報の遡及適用にかか る消防法

施行令の改正が行われた。その遡及期限は昭和 49

年 (1974年)5月 である。

(図1)は 、特定防火対象物及び自火報の遡及

適用の効果を検証するため、自火報の遡及適用が

先行 した旅館 ・ホテル及び病院等 と、それ以外の

特定防火対象物及び非特定防火対象物に分けて、

耐火建築物の火災 1件 当た り焼損面積の推移を見

たものである。

これを見ると、火災 1件 当た り焼損面積は、

① 自火報の遡及適用が先行 した旅館 ・ホテル及

び病院等については、遡及期限の 1～2年後ま

でに見事に先行的に急減していること



② それ以外の特定防火対象物についても、

自火報の遡及期限に比例するように、少

し遅れて急減 してい ること

がわか る。

自火報 は、人的要素 と組み合わ されて初 めて消

火や避難 につなが る設備 であるため、 この よ うな

結果 になることは、建築物 の防火安全性能 を担保

する要素 として、人的要素にも一定の信頼性 を期

待できることを示 していると考えられる。

また、(図1)を 見れば、

③ 消防用設備等の設置にかかる遡及適用

が行われ なかった非特定防火対象物 に

ついても、特定防火対象物に比べれば緩

やかだが着実に減少 し、数年後にはほぼ

同レベルにまで追いついていること

も明らかである。

③のような結果になるのは、建築基準法や消防

法の規制強化が遡及 しない場合でも、新基準が適

用 され る建築物の比率が増すに従つてその効果

が統計上も現れて来るためであると考えられ、緊

急 に措置す る必要性が少 ない規制強化 について

は、「建て替えや大規模 な修繕 ・模様替え等の機

会を提えて適用することにより改善を図る」 とい

う考え方が妥当であることも示 している。

なお、防火安全対策の最大の 目的である人命の

保護について、火災 100件当た りの用途別死者数

とい う形で見ると(図2)の とお りとなってお り、

焼損面積 と同様、上記の一連の改正が極めて大き

な効果を上げていることがわかる。

2.建 築物防災対策要綱

大洋デパー ト火災の後、建設省は建築基準法に

も遡及適用条項 を導入すべ く改正法案 を国会 に

上程 したが果たせなかった。 このため、既存不適

格建築物の うち、大規模な特殊建築物で火災が発

生 した場合の潜在的人命危険性が特に高い と考

えられ るものをリス トアップ し、行政指導 と助成

により、必要最小限の防火安全のための改修を行

わせ ることとなつた。

その改修の基準 として作成 されたのが 「建築物

防災対策要綱」 (昭和 54年 (1979年))で ある。

この要網では、「火煙が拡大 して危険な状態に

なるまでに在館者が安全 ゾー ンまで避難できれ

ば最低限の安全性は確保できる」 とい う考え方に

基づき、火煙の拡大により危険になるまで (安全

限界時間 (表1))の 間に在館者がどこまで避難

できるかを避難計算によつて判定 し、その結果 と

スプ リンクラー設備の有無によ りたて穴部分の

対策の程度 を決めるとい う方法論が用い られた。

(表 1)安 全限界時間

件条 安全限界時間

スプリンクラー設備等の

自動消火設備がある場合
540秒 (9分 )

スプ リンクラー設備等の

自動消火設備が無 く、内装

が不燃材料、準不燃材料又

は難燃材料の場合

360秒 (6分 )

スプ リンクラー設備等の

自動消火設備が無 く、内装

が不燃材料、準不燃材料又

は難燃材料以外の場合

180秒 (3分 )

建築物防災対策要綱では、以上のように、たて

穴対策の決定に建築的要素だけでなく 「スプリン

クラー設備の有無」という消防設備的要素を反映

させているほか、

① たて穴対策の前提条件 として自動火災報知

設備及び放送設備の設置を求めていること

② 放送設備の設置位置を自動火災報知設備の

受信機のある室に限定 して、職員等の対応

に要する時間を考慮 していること

③ たて穴に関する措置 として、既存の熱感知

器連動閉鎖式の防火戸にそれぞれ閉鎖担当

者 を定める等非常時において入力で閉鎖で

きるような体制を整 えることをもつて、煙

感知器連動閉鎖式の防火戸 と同等 とみな し

ていること

など、既存建築物に対する対策であることを前提

として、建築的要素、設備的要素及び人的要素を

組み合わせて 「たて穴区画」に求められる性能 と

ほぼ同等の性能が得 られるものとしている。

建築物防災対策要綱に基づ く既存の大規模特

殊建築物の改修事業では、期限 とされた昭和 59

年度 (1984年度)末 までに、リス トアップされた

1291対象の うち 1271対象 (98.4%)に ついて改

修が行われた。

これ らの建築物については、その後多数の死者

を伴 う火災が発生 してお らず、既に建て替えや大

規模な修繕 ・模様替え等により新基準が適用にな

つている建物 も少な くない と考え られ ることか



ら、当面の応急措置 としてのこのプロジェク トは

成功 したものと考えることができる。

3.旅 館 ・ホテル等における夜間の防火管理体制

指導マニュアル

昭和 50年 代後半になると、多数の死者を伴 う旅

館 ・ホテル等の火災が再度頻発するようになつた。

その理由は、旅館 ・ホテル等で夜間の省人化が

急速に進んだことから、たて穴区画がなく内装が

燃 えやすいな ど防火安全上脆弱な既存建築物 に

ついては、基準に適合する消防用設備等を設置 し

ただけでは、火災の発見、初期消火、避難誘導な

どの対応行動が必要な時間内に十分行 えない場

合があるためではないかと考えられたため、消防

庁では、「旅館 ・ホテル等における夜間の防火管

理体制指導マニュアル (旅館避難マニュアル)」

(昭和 62年 (1987年 )8月 )を 作成することと

なった。

このマニュアルでは、建築物防災対策要綱 と同

様、「火煙が拡大 して危険な状態になるまでに在

館者が安全 ゾー ンまで避難できれ ば最低限の安

全性は確保できる」 とい う考え方が基本 とされ、

限界時間として、建築物防災対策要綱における安

全限界時間 (3分、6分 、9分 )が 踏襲 された。

ただ し、避難時間については避難計算によるの

でなく、実際の夜間体制で従業員に避難誘導など

必要な対応行動 をさせて火災発生か ら対応行動

完了までに要する時間を計測するとい う、既存建

築物ならでは、消防ならではの方法論が採用 され

た。

消防機関は、このマニュアルに基づき火災時の

従業員の対応行動 に要す る時間が限界時間内に

収まるかどうかを検証 し、不合格の場合は、当該

旅館 ・ホテル等に

① 夜間の従業員数の増加、練度の向上、待機

場所や連絡体制の工夫な どソフ ト面の充実

強化

② 火災を早期に発見 し、早期に避難 を開始 さ

せることができる設備の整備

③ 安全な避難経路の確保 とそこまでの距離の

短縮

④ 従業員が直接避難誘導する範囲を限定でき

るような区画構成

など対応行動に要する時間を短縮する措置や、

⑤ 火煙の拡大の遅延又は防止のための建築的

措置

⑥ スプ リンクラー設備の設置

な ど限界時間を延長す る措置についての選択肢

を提示 し、これを受けて旅館 ・ホテル等の側では、

施設の実態に応 じてこれ らの対策を組み合わせ、

対応行動 に要す る時間が とにか く限界時間に収

まるよう工夫することになる。

昭和 63年 12月 に東京消防庁管内の 3階 建て以

上、収容人員 30人 以上の全旅館 ・ホテル等 1333

対象について行つた第一次検証の結果では、1323

対象 (99.2%)が 合格 し不合格は 10対象だった。

合格率が高すぎるようにも見えるが、検証結果

を分析すると、建築基準法の新 しい基準に適合 し

ていれば容易にクリアできる一方で、たて穴区画

がないな ど防火安全上脆弱 と思われ るものにつ

いては不合格 となってお り、合否ラインの設定に

ついてはほぼね らい どお りであると考えられた。

このマニュアルは、これに合格することが適マ

ークの交付条件の一つ とされたため法規制並の

強制力を持つことにな り、全国に残 されていた古

い既存不適格の旅館 ・ホテルの防火安全性を、当

面一定水準以上に引き上げるのに大 きな効果 を

上げることとなつた (図 3)。

4.社 会福祉施設及び病院における夜間の防火管

理体制指導マニュアル

旅館避難マニュアルが完成する直前の昭和 62

年 (1987年)6月 に、特別養護老人ホニム松寿園

の火災 (17人死亡)が 発生 し、就寝中の多数の自

力避難困難者 を少数の職員で避難 させ ることの

困難性が顕在化 したことから、消防庁ではこの種

の施設についてスプ リンクラー設備の設置対象

を小規模 (床面積 1000ピ 以上)な 施設にまで拡

大するとともに、旅館避難マニュアルを改良した

「社会福祉施設及び病院 における夜間の防火管

理体制指導マニュアル (福祉施設避難マニュア

ル)」(平成元年 (1989年)3月 )を 作成すること

となった。

福祉施設避難マニュアルでは、

① 「出火区画」 と 「隣接区画」の概念を明確化

し、自力避難困難者は出火区画から隣接区画

に限界時間内に全員避難 させた後、さらに安

全な区域に避難 させること

② 各室の戸 を閉鎖 して区画を形成す ること

によ り限界時間 を引き延 ばす こと



③ バル コニーがある場合 は各室の区画 を形

成 してより効率的に避難 させること

など、三要素を総合 して防火安全性能を確保する

方法論が、旅館避難マニュアル よりさらに進んだ

形で提示 された。

(図4)は 、東京消防庁の全消防署 76署 (当時)

において、管内の社会福祉施設又は病院のいずれ

か 1つ について、このマニュアルに基づき試行的

に検証 した結果をまとめたもの (平成元年 (1989

年)で あ り、対応行動に要する時間が限界時間内

に収まっているものは、特別養護老人ホーム 22

施設 (71%)、病院 21施 設 (78%)、その他の福

祉施設 15施 設 (83%)と なってお り、この種の

施設で火災が発生 した場合の対策は旅館 ・ホテル

等に比べてはるかに難 しいことを示 している。

所要時間が限界時間 を大幅 に超 えている場合

は、区画を形成できるよう各室に戸を設けるとか、

廊下の途中に防火戸を設けて 「出火区画 と同一階

の隣接区画」を形成できるようにするなど、ハー

ド面の改善が不可欠になるものと考えられる。

このマニュアルにより、社会福祉施設等におい

ては、初期消火に失敗 した場合の職員の行動指針

と、ワンフロアを適正規模の複数の防火区画に分

割 してお くことの重要性 な どが初 めて明確 に理

解できるようにな り、スプ リンクラー設備が遡及

的に設置 されるようになるまで、この種の施設の

防火安全水準を応急的に確保す るのに大きな効

果を上げた。

5.ま とめ

以上の論考をまとめると、以下のとお りである。

① 消防用設備等 (特に自火報)の遡及適用は、

既存建築物の防火安全性能の向上に劇的 と

も言える即効的な効果があつたこと

② 遡及 しなかった建築物についても、技術基

準が改正強化されてから 10年余 り経てば、

遡及 したものと同程度の防火安全水準にま

で改善されること

③ 従つて、既存不適格建築物の防火安全性能

の向上については一律に考えるのでなく、

改正強化された基準の重要度や改善の緊急

性に応 じてその必要性を判断するのが妥当

であると考えられること

④ 既存建築物の防火安全水準を短時間のうち

に向上させるため、建設省及び消防庁にお

いて、遡及適用という法的手段によらず、

行政指導として三つの応急的施策が行われ

たこと

⑤ これらの施策は、「限界時間内に在館者が安

全ゾーンまで避難できれば最低限の安全性

は確保できる」という考え方に立ち、「建築

的要素、設備的要素及び人的要素を法律の

枠組みを超えて柔軟に駆使することにより

限界時間の延長と避難時間の短縮を図る」

とい う性能規定的方法論を先駆的に採用し

ていること

⑥ これらの施策は、応急対策としては、いず

れも極めて大きな効果を上げたと考えられ

ること

⑦ 人的要素については一定の不確実性がある

ため、応急対策としては有効でも、恒久的

に法令基準の一要素として認めるには慎重

にする必要があること

(図2)で 示したように、現在の既存建築物の

防火安全水準は、過去の様々な対策の積み重ねに

より、相当のレベルまで到達している。既存建築

物の防火安全性能の向上方策については、このこ

とを念頭に置いて検討する必要があると考える。



(参考図)
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